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On the Human Rights Provisions of Juvenile Training Act and 
Juvenile Classification Center Act from the Viewpoint of the 
Convention on the Rights of the Child and International Human 
Rights Rules






















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（９） 　一般の公教育（初等教育）についても、Joseph Tobin　“Quality in Ear-
ly Childhood Education: An Anthropologist’s Perspective” Early Educa-
tion & Development　Volume 16, Number 4, October 2005は、教育体制・
システムの整備から教授方向での教育を指摘し、Sue Bingham and David 








































































































（42） 　Sharon Detrick, A Commentary on the United Nations Convention on 
the Rights of the Child, The Hague: M.Nijhoff Publishers, 1999, pp.221–
222. は、意見表明権の客体を条約に定められた事項を超えるより幅の広い
範囲のものとしている。 
Geraldine Van Bueren, The International Law on the Rights of the Child, 













学ＲＪＩＳ [Vol.17.No １] 平成21年29頁
（48） 　杉原周治「ドイツ青少年保護法における有害図書規制 ‐ テレメディア
と携帯メディア」広島法学29巻１号平成17年144頁
（49） 　前掲高内寿夫國學院法学55頁
（50） 　第10回国連犯罪防止刑事司法会議日弁連報告書2000年４月10日日本弁
護士連合会 www.nichibenren.or.jp
（51） 　刑事司法と社会福祉の関係では、刑事処分を受けた高齢者・障害者を円
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滑に社会復帰させるための司法福祉分野の概念と事業が発生し、少年法制
では、少年司法と児童福祉の協働的連携が官民交流で行われつつある（警
察サポートセンターや学警連事業など）また、犯罪被害者支援が法制化さ
れ、被害者支援センターが都道府県単位で組織化されている。これらは、
犯罪原因の追究、犯罪予防、再犯防止及び加害者、被害者双方へのケアと
支援を包含している。
（52） 　平成27年の少年院視察委員会が院長へ提出した意見は 404件、在院者
との面接回数は、 424件であった。
